
組織デザイン ～継続進化型組織設計モデル

組織変革の必要性

企業は、急激に変化するグローバル市場とデジタル技術による破壊的革新を背景に、イノベーション、製品・サービスの改革、かつてない程

の密接な顧客対応に迫られています。このような事業環境の変化の中で、自社に最も影響を与える因子を見極めて、新たな組織へ転換し、

継続的に進化することが求められています。
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デロイト トーマツグループの組織変革フレームワーク～継続進化型組織設計モデル～

新たな組織・人材の在り方を明確にした上で、特に重点的に変革させる必要があるポイントを特定し、変革を実行します。また、当社のシ

ミュレーション・モニタリングツールを活用して、クイックな設計及び変革の効果検証と継続的な進化を実現します。

市場環境の変化
（顧客ニーズ高度化等）

破壊的技術革新
（デジタル等）

人材の価値観・働き方の変化
（ミレニアル世代等）

社会的要請の高度化
（コンプライアンス等）

新たな組織コンセプト

シミュレーション・
アナリティクスツール

「フォーメーション」の構築
～戦略起点～

「ケイパビリティ」の確立
～実行目線～

最高の組織
パフォーマンス

組織機能・
構造

権限・責任・
意思決定

業務配置

個人の感情・
意欲

個人の能力・
行動

人の繋がり・
組合せ

継続進化 効果検証

組織が設計した意図通りに動くための要諦
多くの企業において、高度な組織は設計した意図通りに動いていません。意図通りに動かすためには、“3つのConsistency（一貫性）”が肝
要です。デロイトトーマツコンサルティングでは、組織機能・構造、権限・責任・意思決定、業務・人材配置を一貫して設計することで“動く組織”
を実現します。

人・チームのConsistency
機能・役割に対する、人材の実力や支援体制が整うこと
で、期待するパフォーマンスが出る

非公式組織とのConsistency
公式の組織と、実際の人の繋がりが一致していることで、
意思決定が円滑に推進される

定義（責任・権限・評価）のConsistency
役割・レポートラインに対して、責任・権限・人事評価権が
一致することで、指揮命令が機能する
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当社のサービス内容

豊富な実績に基づく組織デザインの方法論を活用し、Consistencyを実現するための診断と、継続進化を支えるためのツールを組み合わせ
て、貴社の事業環境に必要な組織を設計します。
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機関体系・
企業形態
機関体系・
企業形態

事業・機能・
地域の役割
事業・機能・
地域の役割

責任責任

ポジション・
レポートライン
ポジション・
レポートライン

人事評価権人事評価権

権限・意思決定
プロセス

権限・意思決定
プロセス

神経系統設計構造設計

目的目的 経営執行体制経営執行体制

組織デザインの
方法論

1
Consistencyの
診断

2
継続進化を支える
デジタルツール
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分析・集計・議論などの作業手順4

4 ｜第5章 各機能のGlobal／Region／Local配置の重心設計

直接機能のG/R/L配置の検討（素案作成）

 前Stepで整理した「G/ R/Lの基本方針」を踏まえて、 G/R/L配置検討フ レーム
ワークを活用しながら個別機能ごとのG/R/ L配置方針を検討する
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関係者間での議論・最終化

 他社事例、自社の組織改編の歴史なども参考資料として活用し、各機能の関係者を
集めて、上記にて作成した内容を確認・議論しながら、各機能のG/ R/L配置方針を最
終化する

間接機能のG/R/L配置の検討（素案作成）

 特定機能を例にとって、当該機能に含まれる複数の機能を 業務特性フ レーム
ワークを活用して以下4分類に整理する
 Center of Experti se
 Bus ines s Partner
 Trans ac tion Process ing
 Site Support

 整理された機能を 、G/R/L配置検討フ レームワークに 配置し、具体的な業務イ メージ
を持ちながら、4分類ごとのG/R/L配置方針を検討する
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【フレームワーク】

【実践手引書】

事業×機能
×地域の

役割・機能配置

人事評価権

責任KPI

権限

• XXと親元事業部に機能重複があり、XXから事業部への指揮命令が重複している
• XXの事業計画・管理機能に不足があり、統制力が発揮できていない
• また、アサインされている人材の実力が足りないため、事業部への指揮命令が機
能していない

• 法人を跨ぐレポートラインが、人事制度の違いから人事評価権との不整合が起
こっており、レポートラインではなく人事評価権者を向いて仕事をしている

• 「求める人材」「人事の仕組み」「人事機能の役割」が異なる中、適切な人事マネジ
メント・ガバナンスの整備が進んでいない

₋ 優秀な現地人材獲得が現状の採用・評価・報酬制度で制限されている

• 事業部がXX・親元事業に対して果たすべき財務責任KPIと整合性が明確でない
ためと、従来の目標に事業部が向かっている

• XXのミッションに則ったKPIがブレイクダウンされて事業部に渡されていないため、
果たすべき改革や動きの質的な変化が進んでいない

• 責任と連動した権限が与えられておらず責任が果たされない言い訳となっている
• レポートラインの主従に応じて「意思決定」「牽制」等の権限を分けて整備していな
いため、声の大きさで意思決定がなされている

• XXの事業戦略機能の各コアポジションから事業部への指揮命令と、親元事業部
からの支援・連携の内容が整流化されておらず、親元事業部を向いた事業運営
がなされている

コアポジションの
ミッション・役割

診断結果

主要な課題

• 複数のレポートラインを持つポジションでそれぞれのレポートラインの意味が不明
確であるため、指揮命令が一部レポートラインが機能していない

• 解くに、下位ポジションにおいて、直接親元事業部と接点があるポジションにおい
てガバナンス不全が発生している

レポートライン
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機関設計

経営執行体制

事業

×機能
×地域の

役割・
機能配置

コア

ポジション
のミッション
・役割

レポートライン

責任KPI

権限

意思決定
プロセス

人事
評価権

アサインメント

【組織実行力診断】

【組織ネットワーク分析】

断
絶

脆
弱

脆
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【組織設計シミュレーター】

【組織活力ダッシュボード】
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